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持続可能な交通システムへのモーダルシフト
－都市における路面交通システム（LRT、BRT、バス）の方向性－
　2007 年に発表された IPCC（気候変動に関する政府間パネル）第 4 次評価報告書が示
した温室効果ガス緩和策の一つに、車から公共交通へのモーダルシフト（輸送手段の転換）
が挙げられており、車に過度に依存したライフスタイルや行動パターンの変革を後押し
する政策が不可欠と述べられている。また、1996 年に OECD が定義した“環境的に持続
可能な交通システム” EST（Environmental Sustainable Transport）では、環境的側面
だけでなく人々の健康面や社会、経済的側面からの指針が示されており、我が国におい
ても、温暖化対策とともに、都市のコンパクト化を目指したまちづくりを実現・推進す
るためのキーワードの一つとして位置づけられている。
　最近、国内外でよく見かけるようになってきた LRT（Light Rail Transit）と呼ばれる
路面電車や BRT（Bus Rapid Transit）と呼ばれる車両連結型のバスは、このような社会
的要請に応えるべく登場してきたものである。新交通システムに迫る速度と、モノレー
ル（新交通システム）の 2 ～ 5 割の整備コストという位置付けが、これまでのトランスポー
テーションギャップを補うものと期待され、多くの都市で活発に導入されている。近未
来的な外観とともに、低床化や IC カード式改札という新技術も搭載されている。また、
電池を搭載し給電を必要としない LRT の実用化も急速に進展中である。
　将来の路面交通機関のあり方として望まれるものは、｢ 安全で環境にやさしく、コンパ
クトで活気のあるまちづくりに貢献する公共交通 ｣ であると言うことができる。利便性
と社会的便益を高めるための技術開発をさらに推進することができれば、都市における
自発的な公共交通へのモーダルシフトはより加速し、過度な車依存社会から脱すること
が可能になるものと考える。
科学技術動向
概　要
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
公共交通機関の輸送能力 公共交通機関の整備コスト
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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科学技術動向研究
持続可能な交通システムへの
モーダルシフト
－都市における路面交通システム（LRT、BRT、バス）の方向性－
藤本　博也
環境・エネルギーユニット
　2007年に発表された IPCC（気候
変動に関する政府間パネル）第 4 次
評価報告書 1) は、20 世紀半ば以降
に観測された全球平均気温の上昇の
ほとんどは、人為起源の温室効果ガ
スの増加によってもたらされた可能性
が高い、と結論づけるとともに、今
後数十年にわたる適切な緩和策に
よって世界の温室効果ガス排出量の
伸びを相殺し、削減できるとしてい
る。この緩和策の重要方策の一つに、
車から公共交通へのモーダルシフト
（人や貨物の輸送手段を転換するこ
と）が挙げられており、このためには、
車に過度に依存したライフスタイルや
行動パタ ンーの変革を後押しする政
策が不可欠と述べられている。
　一方、欧州では、モータリゼー
ションが進展中であった 1980 年代
から、都市部の公共交通を推進する
ための議論が盛んに行われてきた。
それは、都市部の大渋滞が原因によ
る大気汚染、およびその汚染による
歴史的遺産の喪失などを防ぎ、車で
占拠されて居心地が悪くなった ｢ ま
ち｣ を再生させたい、という人々の思
いが動機となっていた。終戦後にほ
とんど消滅した路面電車が欧州で
復活したのは、この頃からである。そ
してこのような議論は、1996 年に
OECD がまとめた “環境的に持続可
能な交通システム”（Environmental 
Sustainable Transport、EST）とい
う定義とそのガイドライン 2) にも踏襲
された。ガイドラインには、人 の々健
康面への配慮や社会・経済的側面と
の両立など多くの視点からの指針が
述べられている。この ESTという交
通システムの概念は、我が国におい
ても、温暖化対策とともに将来ある
べき社会システムとして認識されてお
り、都市のコンパクト化注 1）を目指し
た活気ある ｢まちづくり｣ を実現・推
進するためのキーワ ドーの一つとして
位置づけられている。
　最近、国内外でよく見かけるよ
うになってきた LRT（Light Rail 
Transit）と呼ばれる路面電 車や
BRT（Bus Rapid Transit）と呼ば
れる車両連結型のバスによる交通シ
ステムは、このような社会的要請に
応えるべく登場してきたものであり、
整備コストが比較的廉価でもあるた
め、多くの都市で活発に導入されて
いる。従来のアンティー クな路面電
車やバスと比べて近未来的な外観だ
が、新しい部分はそれだけではない。
新たな技術開発の進展によっては、
路面電車やバスという枠組みにはお
さまらない、新たな公共交通サービ
スへと進化していく可能性がある。
　本稿では、LRT の技術動向を中
心に紹介するとともに、将来社会ニー
ズを踏まえた今後の路面交通システ
ムに関する技術の方向性について考
察する。
■用語説明■
注1　都市のコンパクト化（コンパクト・シティ）：モータリゼーションの進展に伴い、車使用を前提とした住宅地
や商業地が郊外に無秩序に形成された結果、生活機能が広範囲に点在する｢まち｣が多く出現した。このような｢まち｣では、人
や物の移動が非効率なだけでなく、中心市街地の空洞化によって経済活動が抑制されたり、車依存に伴う健康面への悪影響
が懸念されるなど、多くの問題が指摘されている。｢都市のコンパクト化｣は、このような問題を解決するための概念的施策を
指し、すでに世界の多くの都市で実施されている。（詳細は2-4参照）
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図表 1　人の移動活動
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２‐１
車依存の概況と将来
　2004 年、持続可能な発展のた
め の 世 界 経 済 人 会 議（WBCSD）
が 2050 年までの人と物の輸送に
ついてまとめた報告書 「Mobility 
2030」3) によると、人の輸送活
動は世界中で増加し、特に発展途
上国における活動の増加は急速で
ある、とされている（図表 1）。こ
れは、1 人あたり実質所得の伸び
などによって自家用車の所有率が
増加し続けることが要因である。
特に東欧や旧ソ連、中南米、およ
び中国における増加が今後は顕
著であると見込まれている（図表
2）。輸送車両のエネルギー効率が
将来技術で改善すること（乗用車
で平均 18％、トラック・航空機
で平均 29％のエネルギー削減率
と想定）を加味しても、温室効果
ガス排出量の抑制効果は、車両数
と平均的な利用の増加により相殺
され、結果として、温室効果ガス
排出量は増加し続けると見積もら
れている（図表 3）。
　ここで注目すべき点は、乗用車
（LDV)（図表 3）の温室効果ガス
排出量が継続的に増加し続け、将
来にわたって高い排出比率であり
続けるということである。発展途
上国にとってのモータリゼーショ
ンの進化は人や物の移動範囲を拡
大し、経済活動を高める、という
点においては歓迎されることであ
るが、温室効果ガス排出量の観点
からは憂慮すべき事態である。
࿑⴫㪈࿑⴫㪈
出典：参考文献 3)（原典：国連（UN）2001、WBCSD Mobility 2001）
( 兆（1012）旅客 Km/ 年）
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出典：参考文献 3)（原典：国連（UN）2001、WBCSD Mobility 
　　　2001）
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図表 2　自家用車保有率（地域別） 図表 3　温室効果ガス排出量（全世界合計）
２‐２
社会の車依存率
　では、現在の車依存は、具体的
にどの程度の比率を占めている
のであろうか。図表 4 は、世帯
家計の支出に占める輸送費用に
ついて、米国、英国、日本にお
ける結果をまとめたものである。
2003 年の家計総支出に占める輸
送費用の割合は、米国が最も大
きく 19.3%、日本は 8.5% であっ
た。さらに輸送費用の内訳を見て
みると、米国における公共交通機
関の費用支出はわずか 5.2% であ
り、残りの 9 割以上が車両の購入
と車両の運転・維持という自家用
輸送手段の費用支出に費やされて
いたことがわかる。日本における
公共交通機関の比率は 28.7% と
圧倒的に高いが、それでも残り
の 71.3% が自家用輸送手段に対
して支出しているというのが現状
である。図表５は、人が移動する
際、どの交通機関を選択するのか
についてまとめた、モーダルスプ
リットの結果である。自動車使用
の比率は、米国の平均で 80% 強、
欧州の平均（EU15）で 80% 弱と、
両地域とも高い車依存状況を示し
ている。日本の平均は 60% 弱と、
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図表 4　世帯家計の支出に占める輸送費用
図表 5　モーダルスプリットの比較
出典：参考文献 4）
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19.3%　　　16.7%　　　 8.5%家計総支出に占める世帯の輸送費用の割合
世帯の輸送および移動費用の内訳
公共交通機関                                      5.2%           13.5%           28.7% 
鉄道                                                   n.a.               3.1%           15.6%
バス                                                   n.a.               2.2%            3.0%
タクシー                                             n.a.               n.a.              2.9%
航空機                                                n.a.               2.0%            2.7%
高速道路                                             n.a.               n.a.              4.1%
その他                                                n.a.               6.0%            0.4%
自家用輸送手段                                   94.7%          86.5%           71.3%
車両の購入                                       46.9%            36.9%           22.7%
      自動車の購入                                   46.3%           34.7%          21.2%
       2 輪車 / その他の購入                        0.6%             2.2％           1.5%
車両の運転および維持                       47.9%            49.6%           48.6%
      ガソリン/モーターオイル                     16.8%           24.5%          16.6%
      維持 / 修理 / 部品                               8.7%            9.6%            8.3%
      駐車                                                   n.a.               n.a.           7.1%
      保険                                                10.7%           12.7%         11.5%
      その他                                            11.7%             2.8%           5.0%
n.a. ＝出所よりデータが示されていない。「その他」に含まれていると考えられる。
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図表 6　日本における都市圏規模別のモーダルスプリット
出典：参考文献 5）
欧米と比べれば低い依存状況であ
るが、都市圏の規模別に比較す
るとばらつきは大きい（図表６）。
2003 年（平成 15 年）の東京圏に
おける自動車使用比率は 33% と
非常に低い。一方、三大都市圏（東
京、大阪、中京）を除く全国の地
方都市圏における自動車使用比率
は 84% と高く、同時に鉄道の使
用比率が 8% と極めて低い。この
ことより、日本においては、規模
の小さい地方都市圏において、車
依存が顕著であることが分かる。
２‐３
交通手段による
環境負荷の違い
　車依存型社会の問題は、環境に
与える影響の大きさにある。図表
7 は、交通機関の使用によってど
れくらいのエネルギーを消費し、
CO2 を排出するのか、交通機関別
に比較した結果である。乗用車の
原単位はエネルギー消費、CO2 排
出量ともに大きく、鉄道の 10 倍
以上、バスの 2 倍以上ある。この
ことから、単位輸送（人・km）あ
たりの環境負荷に優れる公共交通
機関を利用促進することが、地球
温暖化対策の施策の一つになるこ
とが明らかである。しかしながら、
図表 7　交通機関別のエネルギー消費と CO2 排出量の原単位
出典：参考文献 6）
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３‐１
交通システムにおける役割
　図表 8 は、最近導入された LRT
と BRT の例である。近未来的な外
観とともに、技術的、社会システム的
にいくつかの特徴を有している。基本
的な役割としては、これまでの公共交
通機関に足りなかったものを補う、と
いうことに合致した機関である。
　図表 9 は、LRTと BRT の輸送
能力についてまとめたものである。
表定速度と最大輸送力の関係にお
そもそも誰もが公共交通機関を利
用可能なのか、という公平性や、
用途や利便性などライフスタイル
に合致しているか、という有益性
が必要要件として備わっていなけ
れば、自発的な公共交通機関への
乗り換えを期待するのは難しい。
最近、国内外でよく見かけるよう
になってきた LRT と呼ばれる路
面電車は、このような社会的要請
に合致するものとして注目されて
おり、｢ まちづくり ｣ を革新する
ために不可欠な道具として位置づ
けられているのである。
２‐４
車依存による
｢ まち ｣ の問題と対策
　1970 年 代 頃 か ら の モ ー タ リ
ゼーションの進展に伴って、車使
用を前提とした住宅地やショッピ
ングセンターなどが無秩序に郊外
に形成された結果、｢ まち ｣ とし
ての機能が広範に拡散して点在
し、かつ分断された状態に陥った
（これをスプロール化と呼ぶ）。ス
プロール化した ｢ まち ｣ では、①
人や物の移動に要するエネルギー
および時間的損失が大きい、②
人々が歩かなくなるので、成人
病など健康面への影響が懸念され
る、③高齢者や子供などは車を運
転できないので、交通機関サービ
スとしての公平性に欠ける、④中
心市街地の人口密度が低下し、経
済活動の発展が抑制される、など
多くの社会的問題が指摘されてき
た。現在、世界の多くの都市で実
施されている ｢ 都市のコンパクト
化 ｣ は、このような問題を解決す
るための概念的施策であり、中心
市街地において商業だけでなく居
住も含め多面的に集積度を高め、
コンパクトで活気ある ｢ まちづく
り ｣ の再構築を目指す考え方であ
る。そして、このような ｢ まちづ
くり ｣ を実現させるための鍵の一
つが、LRT 導入による新たな交通
ネットワークの形成である。居住、
就業、病院、学校、商店、行政など、
生活機能として必要な施設のでき
るだけ多くを LRT で繋ぐことに
よって、人々が徒歩で ｢ まち ｣ の
中を移動できることを前提とした
コンパクトな ｢ まちづくり ｣ を目
指している。コンパクト化の具体
的な方策としては、都市機能の集
約形態によって、中心市街地に集
中して ｢ まち ｣ を形成する“一箇
所集中型”と、複数の小さな ｢ ま
ち ｣ を結ぶ“多核的集約型”の 2 種
類に大別される。
　1980 年代から施策が展開されて
きた欧米に比べて我が国は遅れては
いるが、2006 年に改正された「まち
づくり三法」を起点に、今後日本にお
いても ｢ 都市のコンパクト化 ｣ が加速
するものと思われる。
２‐５
LRT を導入した
｢ まち ｣ の事例
　国内における LRT の導入例とし
て注目されている富山市について、
以下に概要を記す 7)。
　富山市は、全国の県庁所在都市
の中では人口集中地区の人口密度が
最下位と空洞化が進む一方、郊外で
の持ち家志向や自動車依存のいずれ
もが極めて高い水準にあった。この
ような市街地のスプロール化が進む
ことによって、道路等都市施設の整
備・維持、訪問介護等の福祉サービ
ス、およびごみの収集や除雪など、
移動を要する行政サービスの効率性
が低下すると同時に、行政サービス
を維持・改善するための財政的負担
が増大し続ける、という状況に直面
していた。また、既存の鉄道やバス
は、利用率の低下に伴って本数を減
らすなどサービスが悪化し、結果と
してさらに利用者が減るという悪循
環に陥っていたため、特に高齢者
や子供など交通弱者にとっての移動
手段が乏しく、不便で暮らしにくい
状況となっていた。そこで、富山市
は ｢コンパクトなまちづくり研究会 ｣
を 2002 年に発足させ、将来目指す
コンパクトな ｢ まち｣ の姿を策定し、
市民・企業・行政が協働で取り組む
実行計画を作り上げた。この計画の
中でコンパクトな ｢ まちづくり｣ のた
めの軸となったのが、LRT 導入に
よる新たな交通ネットワークの形成
であった。富山市では、すでにいく
つかの ｢ まち｣ に作られていた都市
機能を生かし、それらを交通ネット
ワークで結ぶ“多核的集約型”の方
策を選択した。この考え方を基に、
徒歩で利用可能な範囲に身近な交
通手段があり、基本的な生活サー
ビスが確保された、歩いて暮らすこ
とができる市街地環境づくりを目指
したのである。
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図表 8　日本（富山市）で導入されている LRT（左）および欧州（オランダ、Eindhoven 地域）で導入されている BRT（右）
出典：参考文献 9）
図表 9　公共交通機関の輸送能力 図表 10　公共交通機関の整備コスト
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
出典：参考文献 8）
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
いて、これまでは路線バスと新交通
システム（モノレールなど）あるいは
地下鉄の間が不連続であり、公共
交通機関のネットワークとして電車
と路線バスの組み合わせが主であっ
た。一方、図表 10 に示したように、
地下鉄の投入には 1km あたり約
170 ～ 300 億円、新交通システム
でも約 70 ～150 億円の整備コスト
が必要であるため、建設に見合う乗
降客数が見込めない規模の都市で
は、従来は路線バスの選択しかでき
なかった。最近の LRTと BRT は、
評定速度では新交通システムに迫
る速度、整備コストではモノレール
（新交通システム）の 2 ～ 5 割であ
り、このようなトランスポーテーショ
ンギャップを補うものである。この
ような観点から、LRTと BRT は、
これからの ｢ まちづくり｣ のための
基幹ネットワークと位置づけられ、
これらによって公共交通サービスの
向上が期待されている。
３‐２
基本的な特徴と社会的便益
　LRT には従来無かったいくつ
かの特徴があるが、特に低床化と
IC カード式改札という新技術の
搭載によってもたらされた社会的
便益は大きい（図表 11）。
　低床化は、駆動システム（車輪と
車軸、モーターと歯車）の技術的革
新によって実現できた（図表 12）。
従来、左右の車軸を床下で連結し
てその軸をモーターで駆動してい
たのに対し、現在のシステムでは
左右別々の車輪にモーターを直付
け設置できたので、床下から車軸
を撤去することができた。その結
果、現在の LRT の床面の高さは、
地面からおおよそ 30cm 前後であ
る。この程度の段差であれば、停
車駅のホームを建設するコストが
廉価になるだけでなく、路面から
停車駅のホームまでの経路が短
く、乗降に時間がかからない。さ
らに、車両内に設置された IC カー
ド式改札が導入されているため、
車両から離れた改札を通過する必
要も無く、車両へ乗るまでの手間
がかからない。また、路面から停
車駅のホームまでのスロープを非
常に緩やかに、しかも狭いスペー
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図表 11　LRT の特徴
参考文献 10) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 12　LRT の駆動システム例
参考文献 11) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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スでも作ることが可能となるの
で、車椅子を利用する人や高齢者
でも補助を必要とせず乗降が可能
となる。さらに、LRT のホーム
とバスの停留所を同一の高さとす
れば、LRT からバスまで段差の
ないシームレスな公共交通ネット
ワークができる。
３‐３
路面交通機関（LRT、BRT）
の技術的特徴
　 最 近 投 入 さ れ て い る LRT と
BRT の技術的特徴について、動
力源と操舵方式による構成の違い
から分類し、整理した（図表 13）。
LRT と BRT を駆動するための動
力源は、電動モーターとエンジン
の 2 種類である。電動モーター
（図表 12）は主に LRT に使われて
いる方式である。電源の供給方法
によって、車両上方の空間に設け
られた架線から供給する方式と、
車両下側の路面に埋設された溝か
ら供給する方式の 2 種類に分類
される。架線式の場合には、架線
自体を支持するための支柱や建物
など何らかの支持物が必要となる
が、路線沿いにすでに支持物があ
れば、設置は比較的容易である。
しかしながら欧州では、このよう
な人口的な支持物による景観破壊
や歴史的建造物へのダメージを防
ぐために、新たに設置される路線
では路面埋設式が増えてきてい
る。一方、エンジンは主に BRT
に使われている方式である。操舵
の方式は、軌道に沿って走り操舵
の必要が無いものと、車輪によっ
て転舵するものに分類される。ま
た軌道は、左右各々の車輪が軌道
に沿って走る 2 本式と、車両の中
心付近に設置されたガイドに沿っ
て走る 1 本式に分類される。1 本
式はゴム製のタイヤで駆動される。
軌道式の強みとしては、降雪地域
でも除雪機によって比較的容易に
走行できるので安定した運用がで
きること、また、車両の揺れが少
なく公共交通機関としてやさしい乗
り物であること、などが挙げられる。
　最近では、動力源として電動モー
ターとエンジンの組み合わせによ
るハイブリッド式の BRT も実用化
されている。架線から給電される
ところでは電動モーターで走行し、
環境に優しく、また、給電されな
いところではエンジンによって走
行し、格段に走行範囲を伸ばせる
ことになる。ただし、車両コスト
は高くつく。さらに、車輪を持ち
転舵するものの中には、路面に印
された白線や磁気マーカーを検知・
追従しながら自動転舵走行するこ
とによって、車両の停車時に停車
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図表 13　路面交通機関（LRT、BRT）の分類
参考文献 6、12）を基に科学技術動向研究センターにて作成
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図表 14　フランス（ニース郡）の電池搭載 LRT の導入（ALSTOM ㈱社製）
出典：参考文献 13）
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位置精度を高めて、乗降時の車両
と停車駅ホームとの隙間を低減さ
せる方式も実用化されている。
３‐４
最新の技術動向
　近年、LRT 向けの電池搭載技
術に関して、顕著な進展が見ら
れる。2007 年 12 月、フランス
のニース郡で、電池を搭載した
LRT が 登 場 し た（ 図 表 14）。 主
に架線による給電によって走行する
が、1km 以内の短区間のみ（最大
速度は時速 30km/h）では電池によ
る走行も可能である。架線からの給
電が無くても自走できるため、｢ ま
ち｣ の歴史的遺産であるマセナ広場
（Place Massena）やガリバルディ広
場 (Place Garibaldi) を傷つけるこ
となく、また景観を損なうことなく、
乗り入れすることが可能となった。
架線のない区間に入るとパンタグラフ
は下降し、架線のある区間に戻ると
再び上昇して電池への充電が開始さ
れる。自走走行区間は 1km とま
だ短いが、観光や買い物で賑わう
地域への公共交通サービス拡大と
景観・歴史的遺産保全の両立に貢
献することができ、社会的な意義
は大きい。欧州においては、この
ような歴史的遺産を保有する観光
都市が多いことから、今後投入さ
れる LRT に対しては、このよう
Charger
c Copyright ALSTOM 2008
Temperature-controlled
battery casing
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図表 15　ニッケル水素電池搭載 LRT の実証試験 ( 川崎重工業 (株) 社製）
パンタグラフからの急速充電試験（接触式）
図表 16　リチウムイオン電池搭載 LRT および給電システムの実証試験
出典：参考文献 14）
出典：参考文献 15）
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先進電動コミュニティバスの試作機 路面に設置された給電装置
図表 17　電動コミュニティバスの実証試験
（（独）NEDO 技術開発機構からの補助金により、早稲田大学、（独）交通安全環
境研究所、昭和飛行機工業（株）にて共同実施）
出典：参考文献 16,17）
（（独）NEDO 技術開発機構からの委託業務により、（財）鉄道総合技術研究所にて実施）
項　目 諸　元
き電 直流 600V　架空線および車載電池
車両構造 3 車体３台車連節構造
全長 15m
床高さ 330mm（出入り口部 )/360mm（客室部）
最小通路幅 800mm
定員 62 人（座席定員 28 人を含む）
運転最高速度 40km/h
設計最高速度 50km/h
主回路方式 相誘導電動機 IGBT インバータ制御
駆動用電池形式 車載用ニッケル水素電池（座席下搭載）
電池容量 274Ah
非電化区間可能走行距離 10km 以上（一般的な線区にて）
項　目 諸　元
形式 LH02 形
軌間 1067mm
定員 44 人（座席定員 20 人）
電源方式 架空電車：直流 1500V、600V バッテリー：直流 600V
空車質量 24.0t
最高速度 40km/h（軌道線）70km/h（鉄道線）
車体寸法 12,900（長さ）×2,230（幅）×3,800mm（パンタ折り畳み高さ）
350mm（低床部床面高さ）
台車形式 コイルばねインダイレクトマウントボルスタ台車
ブレーキ形式 回生蓄電併用型電気指令式空気ブレーキ方式
主電動機 3 相誘導電動機　定格出力 60kw × 4 台
主電動機制御 VVVF インバーター　150kVA × 2 群
電池 600V － 120Ah　リチウムイオン二次電池
電池・架線制御 電流可逆昇降圧チョッパ　600kW
な電池走行の要求がますます高ま
るものと思われる。
　 日 本 で も、 電 池 を 搭 載 し た
LRT の実証試験が始められてい
る。図表 15 は、ニッケル水素電
池を搭載した LRT の例である。
5 分間の接触式の急速充電によっ
て 10km の距離を電池だけで走
行することを目標に、2007 年 11
月から試験がスタートした。ま
た図表 16 は、リチウムイオン電
池を搭載した LRT の例である。
1000A では 40 秒間、500A では
3 分間の接触式急速充電できるよ
うにすることを目標に、2007 年
10 月から試験がスタートしてい
る。図表 15、16 のいずれも、冬
季の厳しい使用環境下を含めた諸
性能に関して実証データを蓄積し
ている段階であり、早期の実用化
を目指している。
　一方、バスの動力源を電動モー
ターにした電気自動車の車両に、
非接触で充電する研究開発や実証
試験もスタートしている。図表 17
は、電動モーターを搭載し低床化
した小型バスで、車両の下側面に
非接触式の急速充電装置が搭載さ
れているものである 16)。停車中に、
路面からの給電装置を使って電磁
誘導により非接触で急速充電する
使い方を想定している。この場合、
送電効率 90％と損失の少ない性
能が確認されている 17)。また図表
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（（独）交通安全環境研究所を中核的研究機関として産学官の連携により「次世代低
公害車開発・実用化促進プロジェクト」として実施中。）
（（独）交通安全環境研究所、日野自動車（株）、国土交通省による共同実施）
４‐１
我が国の現状と評価
(1) 利便性・ネットワー ク拡張性
　前章まで見てきたように、低
床車両や IC カード改札を搭載し
た LRT によって公共交通サービ
スとしての利便性が従来より向上
している。例えば、2006 年に富
山市が実施した LRT 利用に関す
る調査によると、特に 60 代以上
の高齢者の利用割合が増え、LRT
導入前との比較では平日で 3.5 倍、
休日で 7.4 倍、利用者全体のうち、
平日は 30％、休日は 43％を高齢
者が占めており、高齢者からの支
持が増えている 19)。一方、LRT
のホームとバスの停留所を同一の
高さとしたシームレスな乗り継ぎ
が実現しているように、同じ路面
を共有する複数の交通機関のネッ
トワークは従来より拡張してい
4  現状の評価と将来技術への期待 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
る。今後、電動モーターや低床車
両化などの技術が搭載された将来
型の小型バスが普及すれば、この
交通ネットワークがさらに ｢ まち ｣
の細部まで行き渡るであろう。
　しかしながら、既存の鉄道との
乗り継ぎについては、まだ十分に
考えられてはいない。我が国の場
合には、欧州諸国とは異なり、地
上高くあるいは地下深くに駅舎や
ホームが位置するケースが多いた
めである。交通システム全体として
の利便性やアクセスの容易性を高め
るためには、長期の都市計画や ｢ま
ちづくり｣ を議論する段階で、人々の
移動を最短にする設計手法に移行す
ることが不可欠である。
(2) 安全性
　｢ まち ｣ の中で自動車や歩行者
の近傍を LRT が走行する場合に、
このような状況に不慣れな日本では
接触事故が増えるのではないかとい
う懸念が出ており、実際にいくつか
の事故事例も報告されている20)。後
方から近づいてくる LRT に気づ
かず、急に右折を始めた自動車が
軌道上をふさいだまま停止し、そ
こへ LRT が止まり切れずに接触
する、というケースが多いようで
ある。最近の LRT の道路に埋設
される軌道は、振動と騒音を抑制
するために一部が樹脂で形成され
ているが、自動車に乗っている場
合にはその静かさが災いし、LRT
の存在を気づかせ難くしている可
能性がある。これは、LRT だけ
ではなく、電動モータで駆動する
バスや自動車でも同様である。一
方、LRT では車両全体がカバーで
覆われており、車輪が露出してい
ない、という構造上の利点もあっ
て、人との接触においては悲惨な
巻き込み事故がこれまでは発生し
ていないようである。このようなこ
とから、現状においては ｢ 比較的安
全な｣公共交通機関として市民に受け
入れられているものと考えられる。実
図表 18　ハイブリッド（エンジン＋電動）バスの実証試験
出典：参考文献 18）
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18 は、大型のバス（ハイブリッド）
に同様の非接触式の急速充電装置
を搭載したもので、2008 年 2 月
から実証試験が開始されている。
　このように、電池を搭載し給電
を必要としない路面交通機関の実
用化において日本は出遅れていた
が、現在急速に進展中である。元々
電池技術に強みを持っているの
で、実用化する際には電池走行距
離が大幅に伸びるものと期待され
る。また、非接触式の急速充電に
ついても実用化試験が進められて
おり、電池走行地域のさらなる拡
張が期待できる。
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際に、欧州の都市では、人 で々混雑
した ｢まち｣ の中を LRT が接近しな
がら頻繁に走っている。しかし、将
来的には、運転手の判断だけではな
く何らかの技術的歯止めの開発が不
可欠と思われる。
(3) LRT 導入のための社会合意
と実績
　LRT 導入によって ｢まちづくり｣ の
再構築に成功した事例は日本ではま
だ少ない。しかし、今後は全国的
に導入が計画されているようであ
る。導入の動機としては、人口の
拡散化、および高齢化に伴う将来
の財政負担悪化を抑制することと
ともに、｢ まち ｣ 中心部の再活性
化がある。これら解決のためには
｢ まち ｣ をコンパクトに構築し直す
ことが必須であり、LRT や BRT
が基幹交通ネットワークとして位
置づけられている理由である。富
山市の例では、限られた財源を効
率的かつ効果的に LRT 投資に活
用していくために具体的な方策に
ついて様々な議論がなされた。富
山市は“公設民営”を掲げ、コンパ
クトな ｢ まちづくり ｣ について、
市民・企業・行政が協働で取り組
むことを基本に、第三者組織によ
る評価を吟味しながら、社会全体
の合意を形成した。事業について
採算がとれるレベルまで乗客数が
増加し、結果として自動車から公
共交通機関へのモーダルシフトは
約 12％であった 10)。このモーダ
ルシフトによる CO2 削減実績は、
2006 年度 1 年間で 436t と算出
された。このような経験が今後の
日本の他の地域でのモデルとなっ
て、LRT 導入が進展していくこと
が期待される。
４‐２
社会ニーズから見た
将来技術の方向性
　2007 年度にとりまとめられたイ
ノベーション 25 戦略に資するため、
科学技術政策研究所が設置した専
門家パネルにおいて、｢ 安全で持続
可能な都市 ｣ をテーマに 2025 年の
都市のあるべき将来像について議
論がなされた 21)。地球環境・エネ
ルギー問題の深刻化、人口減少と
拡散による都市の荒廃、自動車依
存と交通事故増加、自然災害に対
する都市のぜい弱性、という社会
的背景に対して、コンパクトな都
市、環境にやさしい都市交通、分
散エネルギーシステム、災害の少
ない都市、の 4 つに関する方策が
議論された。
　このような議論を振り返り、併
せて、4-1 も鑑み、将来の路面交
通機関のあり方について改めて俯
瞰すれば、望まれるものは、｢ 安
全で環境にやさしく、コンパクト
で活気のある ｢ まちづくり ｣ に貢
献する公共交通 ｣ であると言うこ
とができる。図表 19 は、それらを
具体的に記述したものである。ここ
では、将来求められるその姿から
必要な機能や性能を導き、さらに
必要な技術・システムの方向性や
要件についてまとめている。以下
には、将来の路面交通機関に求め
られる姿を 3 つに分けて述べる。
（1)「どこでも（施設内でも）走行し
ていて、楽にアクセスできる」
　これは例えば、屋根が設置され
た商店街やショッピングモール、
あるいは役所や病院等、人々が日
常生活する上で必要な場所に、た
とえ古くて狭い町並みであっても、
必ずアクセスできるポイントがあ
る、という姿を想定している。そ
のためには、架線がなくても走行
できること、さらにコンパクトな
車両であること、などが必要とさ
れるが、基本的には現状の研究開
図表 19　将来の路面交通機関に求められる技術・システムの方向性
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持続可能な交通システムへのモーダルシフト－都市における路面交通システム（LRT、BRT、バス）の方向性－
5  まとめ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　将来必要な技術およびシステム
の方向性や要件には、大きく分けて、
すでに着手済みで近い将来に実現
可能な技術群と、研究としても未着
手あるいは開始直後の技術群があ
る。社会として実現すべき優先度を
決め、効率的にこれらの両方に取り
組むことが望まれる。さらに、これ
ら新技術利用によって新たな交通
システムを普及していくためには、
鉄道だけではなく車や自転車など
他の交通機関との乗り継ぎ易さ、あ
るいは料金システムの簡素化など、
社会システム全体としての価値を
向上させるための研究や施策が不
可欠である。以上述べてきたように、
利便性と社会的便益を高めるため
の技術開発を今後さらに推進する
ことができれば、都市における自発
的な公共交通へのモーダルシフト
はより加速し、過度な車依存社会か
ら脱することが可能になるものと
考えられる。
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発の延長線上に解決策はあるもの
と思われる。さらに、例えば自動
車用電池の研究開発については国
の施策としても加速させているの
で、ここで培ってきた技術を路面
交通機関へも適応させることが好
ましい。また、バスの電気自動車
化も試みられているので、｢ まち ｣
の中における将来の公共交通機関
は排ガスゼロが基本であるとすれ
ば、商店街でも病院でも路面交通
機関を施設内に引き込むことは十
分可能であると思われる。既存の
鉄道との乗り継ぎに関して必ずし
もアクセスが容易とは言えない我
が国においては、駅舎内での改札
方式から、ホームや車内に移動し
ただけで自動的に改札される方式
を追求すべきであろう。これによ
り、不必要な移動を抑制し、利用者、
特に高齢者にとって優しい乗り継
ぎが可能となる。
（2）「走行頻度が高く、時刻表を
見なくても、少し待てばすぐ
乗れる」
　これは、待ち時間が苦にならない
走行頻度をいかに確保するかとい
うことである。交通集中による渋滞
問題が顕在化している場合には、専
用軌道や専用道路が不可欠となる。
しかしながら、我が国においては、
渋滞を緩和・解消するための乗り
入れ規制、課金制度、あるいは走行
目的別（配送荷下ろし、あるいは一
般）による走行時間帯シェアリング
等があまり導入されていないため、
渋滞マネジメントに関する実践的
なノウハウや手法の構築はまだ十
分ではないと思われる。車依存社会
を脱するための ｢ まちづくり ｣ につ
いて議論するには、今後、このよう
な領域の研究開発が不可欠である。
一方、公共交通機関の走行頻度を単
純に高めようとすると、車両数を増
やすなどの費用が余計にかかって
しまう。無駄な費用を抑え、効率的
な運用を図っていくためには、需要
に応じた配車や最適順路を算出し、
それらを場面に応じて策定してい
くことが求められる。前述の渋滞緩
和策と合わせて検討する必要があ
り、これからの重要な研究開発領域
となるであろう。
（3）「事故が起きないから、安心
して乗れる、暮らせる」
　これは、路面交通機関と人・自
転車・自動車などが接触しない、
という理想の姿である。そのため
には、高精度のセンシングと人・
物の認知に関わる技術が要求さ
れる。人を含めた外界障害物の検
知技術に関しては、自動車産業の
ITS 領域でかなりの技術構築がな
されているので 22)、これを路面交
通の領域へ適応・融合させること
によって、路面交通社会に特化し
た新たな技術領域開拓が期待でき
る。また、センシングによって知
り得た情報を、人や乗り物が互い
に存在を認知し、危険な状況なの
かどうかの判断をつねに補佐する
情報マネジメント技術が必要とな
る。さらに、その判断情報を人間
が瞬時に齟
そ
齬
ご
なく理解するために
は、脳科学や生体科学などヒトへ
の研究アプローチも必要である。
切符となる IC カードの高機能化
や他の乗り物と通信・協調できる
社会インフラの整備については、
路面交通を導入している地域に限
定して早期に実証試験を進めるこ
とで、有効な技術構築やノウハウ
蓄積が推進できるものと考える。
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